


















三重県における子宮頸がん等ワクチン接種事業実施状況【平成２３年度】 

平成２４年２月末現在 

① 四半期毎の実施状況 
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種回数
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子宮頸がん予防ワクチン 5,900 1,943 35,995 16,756 14,586 3,445 10,043 920 66,524 23,064

小児肺炎球菌ワクチン 23,785 11,689 23,397 10,685 20,233 7,989 12,634 4,257 80,049 34,620

ヒブワクチン 20,117 10,306 18,797 9,375 17,107 7,790 10,882 4,223 66,903 31,694

個別ワクチン

１０～１２月 １～２月＊ 計４～６月 ７～９月

 

 

② 各ワクチン別年齢別実施状況 

   

延べ接
種回数

被接種
者数

延べ接
種回数

被接種
者数

延べ接
種回数

被接種
者数

２か月齢～７か月齢未満 ― ― 33,138 14,100 35,358 14,468

７か月齢～１２か月齢未満 ― ― 13,318 2,375 11,739 1,727

１歳 ― ― 18,553 4,520 8,448 4,625

２歳 ― ― 5,558 4,143 3,672 3,188

３歳 ― ― 4,624 4,624 3,508 3,508

４歳 ― ― 4,858 4,858 4,178 4,178

小学校６年生（１２歳相当） 0 0 ― ― ― ―

中学校１年生（１３歳相当） 14,333 6,614 ― ― ― ―

中学校２年生（１４歳相当） 12,887 4,733 ― ― ― ―

中学校３年生（１５歳相当） 13,325 4,862 ― ― ― ―

高校１年生（１６歳相当） 14,436 4,857 ― ― ― ―

高校２年生（１７歳相当） 11,543 1,998 ― ― ― ―

合計 66,524 23,064 80,049 34,620 66,903 31,694

子宮頸がん予防
ワクチン

種 別

ヒブワクチン
小児肺炎球菌

ワクチン
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今後高齢化の進展に伴い、介護給付費のさらなる増加が見込まれることから、国に

おいて恒久的な財源の確保を図り、持続可能な制度が構築される必要があります。 

一方で、本県では、国からの介護基盤緊急整備等臨時特例交付金を財源として

基金を設置し、小規模の地域密着型施設※１の整備を促進していますが、この基金事

業は平成２４年度で終了されることとなっています。しかし、特別養護老人ホーム等へ

の入所待機者数が多数にのぼっていることから、引き続き介護基盤整備を進める必

要があります。 

また、定員３０人以上の介護保険施設については、県単独事業により施設整備支

援を行っていますが、地方財政を取り巻く環境は年々厳しくなっていることから、小規

模の地域密着型施設を主な整備対象としている当該基金事業を、地域の実情に応

じて施設の耐震化や広域型施設の整備等にも柔軟に活用できることが必要です。 

あわせて、介護職員処遇改善等臨時特例基金事業も平成２４年度に終了すること

となっていますが、同基金事業として行われてきた施設開設準備経費助成等特別対

策事業は、介護基盤整備を行う上で継続が求められます。 

 

 

【資料１】三重県における介護施設（特別養護老人ホーム）の入所申込状況 

                    （平成２３年９月１日現在の調査結果） 

入所申込者数                         １０，６８２人 

  うち、重度で自宅待機している方         ２，１２３人 

 

 

【資料２】三重県における第１号被保険者の平均介護保険料基準額（月額）の状況 

  第４期介護保険事業支援計画期間（平成２１年度～平成２３年度）  ４，１６０円 

  第５期介護保険事業支援計画期間（平成２４年度～平成２６年度）  ５，３１４円 

 

※1 地域密着型施設：入所定員が 29 人以下の施設。 
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住民税非課税世帯にあっても自立のためには同様の経済的支援が必要である

ことから、国庫補助の対象とすることが必要です。 

 

 

※1 生活支援員：定められた支援計画に基づき、定期的または依頼があった場合に、対象者を   

訪問し、援助を行う。生活支援員の報酬は、対象者が支払う利用料で賄われ

るが、利用者の大部分が利用料免除であるため、ほとんどは県、市等が負担

している。 

※２ 専門員 ：初期相談から支援計画の策定、本人の契約締結能力の確認、契約締結に関す

る業務を主に担う。専門員の人件費は、国と県が補助する運営費で賄われて

いる。 

 

 

日常生活自立支援事業の利用実績の推移 

 

年 度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

相談件数

（件） 
1,990 2,407 8,219 12,705 12,079 17,965 25,663 27,089 31,791 

利用者数 

（人） 
220 331 418 543 609 739 841 936 1,026 

当初予算

額（千円） 
64,219 73,237 78,941 84,901 86,119 91,880 91,880 94,471 118,981 

※利用者数は年度末時点の数値（23年度は2月末時点） 
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鉄道に対する支援について、本県は、国の補助制度（国と沿線自治体の協調補助）を活

用し、県内の地方鉄道事業者の設備の整備等に対して支援していますが、地方鉄道事業者

にとって安全性向上のための投資は大きな負担となっています。そのため、国の補助対象

事業を拡大し、整備を促進していくことが必要です。また、大手民間鉄道事業者は国の補

助対象事業者から除外されており、採算性の低い支線であっても補助対象とならないこと

から、補助制度の対象者を拡大し、施設整備を促進していく必要があります。 

経営が厳しい地方鉄道の運行支援については、県内の沿線自治体も多額の負担をしてお

り、地方鉄道事業者の経営安定のため、運行支援に対する国の新たな支援制度の創設が必

要となっています。 

 

 

※県内輸送機関別旅客流動の推移 「三重県統計書」 

 

 

 

※「地域間幹線系統バス」「地域内フィーダー系統バス」のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規路線または 

３㎞・20％超の変更 

があった路線に限定 
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 これまでの取組の結果、県内の漁協数は、１０９組合（平成９年度）から２１組

合（平成２３年度）にまで合併が進みましたが、「県１漁協」の実現に向けたさ

らなる合併推進と合わせて、今後は、水産業・漁村を総合的にコーディネー

トできるよう組織力を強化する必要があります。 

 本県では、太平洋南海域栽培漁業推進協議会（千葉県から宮崎県までの沿

岸９県で構成）に参画し、各県の連携・分業による共同種苗生産体制のもとト

ラフグ等広域魚種の放流事業に取り組むこととしていますが、種苗生産を担

当した県の生産不調時の対応や種苗生産に不可欠である健全な親魚の安定的

な確保に要するコストの低減などの課題が多くなってきています。さらに、

遊漁者には漁業資源の保全・増殖についての明確な法的規制がなく、資源の

利用を巡って漁業者等とのトラブルが頻発しています。 

 養殖共済への加入促進を図るため、赤潮特約に係る掛金補助等の対策を講

じていますが、地区での全員加入義務が妨げとなっています。 

 食中毒の原因となるヒラメクドア症の発生により、養殖ヒラメを避ける動

きが食品流通業界で広まり、漁業経営の安定を図る上での懸案となっていま

す。また、アワビのキセノハリオチス症の国内での蔓延を防ぐため、国内の

種苗生産施設等での対策が重要となっています。これら新規疾病への対策は、

輸入防疫の徹底・強化が前提となりますが、多額の経費を要する国内生産現

場での検査も必要となることから十分な体制を持続することが困難です。 

 県内３地域で漁業就業者を育成する拠点づくりを進めていますが、就業前段

階の研修段階における収入の確保など、新規就業希望者の生活を支えていく

ことが課題となっています。 

 伊勢湾における漁場環境を改善し、水産資源の増大を図るため、干潟の造

成や再生、底質改善等の取組を進めていますが、底質改善に係る県の予算確

保が大きな課題となっています。 

 

 

 

 

「もうかる水産業」の実現に向けた三重県の取組  

－ 80－




























